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　　　　　　日本会議広島

「8月6日・田母神氏講演会」実行委員長　　　蓼　征成　（被爆二世）

　　　　　　平和と安全を求める被爆者たちの会　代表　　　秀　道広　（被爆二世）

　　　　　　　　　　　　　　　　同上　事務局長代理　　　池中美平　（被爆二世）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２２年（２０１０年）６月３０日

　日頃、広島市長におかれましては、広島市民の幸せのために行政の先頭で奮闘され、またひと・まちネットワーク理事長におかれましては、市民の生涯学習を始め様々の事業に邁進されており、私たちは広島市民として、日本の国の中の、あるいは世界の人として、そして同時に被爆者及び二世、三世の立場から、これらのご活動に深く感謝し、敬意を表します。

　さて今年８月６日、頭記の団体が主催・協力し、当地に田母神俊雄氏と高田純札幌医科大学教授をお招きして講演会を開催する予定です。

　平成２２年６月３日の定例記者会見で、市長は記者質問へ回答する形でこの講演会への見解を示されました。私たちはこの会見を広島市広報で拝見し、市長のご見解に強い疑問と重大な疑念を覚えました。講演会開催まであまり時間がなく、また私たちは他の広報手段に乏しいため、ここにやむなく「公開質問」を出させて頂くことにしました。速やかなご回答を希望いたします。

なお、この質問を行うために必須なご発言を市広報より引用させていただきましたことをご了解下さい。

定例記者会見での講演会に関する市長のご見解、

並びに「広島市ひと・まちネットワーク」の講演会チラシ広報協力拒否

に対する公開質問

序．講演会にかかる会見詳報部分（抜粋）

　　以下、市長のご発言と私たちの質問との関係を分かり易くするため、各質問に対応す

るご発言部分に付番をいたしました。

記者　市政から離れるんですけども、昨年ちょっと話題になりました田母神さんが8月6日に講演を行いましたけれども、また案内のチラシも記者クラブの方に提出されてましたが、今年も8月6日に田母神さんを招いて講演をするということで、こういう質問をするとためにする質問のようで恐縮なんですけれども、市長、率直なところ何か一言。
市長　そうですか。①それは今初めて聞きました。去年は主催者それから講演される方、

②内容が分かっていましたので、8月6日、言論の自由ということは尊重しなくてはいけませんので、それは大前提として、誰がどこで何を言おうと言論の自由というのは保障されなくてはいけないということはまず申し上げて、ただ8月6日の広島というのは特に高齢化されている被爆者の皆さんにとっては大事な日、鎮魂の日でもあるので、③その被爆者の皆さんの気持ちを大切にするということもお考えくださいということは申し上げました。
今年、どうするのか、そういったところ、④少しでも被爆者の気持ちをくみ取ってくださっているのであれば　⑤何もしなくてもいいかもしれませんけれども、⑥問題は言論の自由の問題ではなくて、　⑦やっぱり多くの被爆者の皆さんのように大変な苦労をされた方の悲しみをですね、8月6日、私たち、広島で一緒に生活をしている広島市民として、あるいは日本の国の中あるいは世界の人として、⑧そういう被爆者の皆さんの気持ちをどう我々自身が受け止めるかというレベルの話だと思いますので、そういう視点から考える必要があるのかなと。我々はそれを考えているんですけど、⑨こういった講演会等を主催される皆さんがそれをどうお考えになっているかというところが問われている問題だと思いますので、話はどちらかというとお考えいただくのは、そういった皆さんの方で、我々としてはやはり被爆体験、それから被爆者の皆さんの今も続く痛みということは尊重しなくてはいけないというふうに思っています。

記者　確認ですが、基本的には言論の自由を大前提とした上で、やはり気持ちを尊重していただきたいというそういう昨年のお考えとやはり同一で変わりはないということで。
市長　昨年申し上げたのは基本的なところだと思いますので、ですから、この一年間で例えば憲法が改正されて言論の自由がなくなったとかそういう事態ではありませんので、そこの基本線は変わらないと思いますけれども。
１．会見詳報に関する質問
　１－１　③④⑦⑧の部分に関して、市長は「被爆者の皆さんの気持ち」をひと括りにしておられるようですが、今年、講演会の開催に協力しているのは被爆者を中心にした団体であり、主催者の中にも被爆者がいます。これを踏まえられて、

　　－－－　質問　１－１　－－－

　　『市長の言われる「被爆者」や「被爆者の皆さん」とはどのような人々なのか、その定義をお答えください。』

　１－２　③の部分に関して、私たちは公文を受け取りました。市はこれを公表されましたので、人々に広く知られるようになったものです。その前段の内容の要点は次の通りでした。

　　　　ⅰ　表現の自由の視点では、何時何処で何を発言するかは自由であり、権利である。

　　　　ⅱ　8月６日は、被爆者や遺族、世界中の人々にとって、原爆死没者の霊を慰め世界の恒久平和を祈念する日である。

　　　　ⅲ　広島市は8月６日を条例で「平和記念日」と定めていて式典を開催し、一日中、原爆死没者の慰霊と世界恒久平和への祈りで包まれる。

　　　　そして、要請部分にはこうありました。

　　　　【そうした日に、広島の地において、マスコミに注目され市民への影響も大きい田母神氏が、「ヒロシマの平和を疑う」という演題で講演されることは、夜明け前から心静かに原爆死没者の慰霊を行う被爆者や肉親を失った遺族の悲しみを、いやが上にも増す結果となりかねません。広島における８月６日の意味は表現の自由と同様に重要なものと考えています。

　　　　つきましては、こうした事実に思いを致し、被爆者や原爆死没者の遺族をはじめとした多くの広島市民の心情に御配慮をいただき、講演の日程変更を御検討いただければ幸いです。】

　　　　一方、田母神氏講演会に宛てられたものの様な形では発表されなかったので、世間的にはあまり注目されませんでしたが、市が別の団体に宛てられた要請文にはこうあります。

　　　　前段のⅰからⅲはすこしだけ字句が異なりますが、内容はほとんど同じです。そしてその団体への要請部分にはこうありました

　　　【そうした平和記念式典の時間帯に大音量でアピールをされることは心静かに原爆死没者の慰霊を行う被爆者や肉親を失った遺族の悲しみを、いやが上にも増す結果となりかねません。広島における８月６日の意味は表現の自由と同様に重要なものと考えています。

　　　　つきましては、こうした事実に思いを致し、被爆者や原爆死没者の遺族をはじめとした多くの広島市民の心情に御配慮をいただき、式典の時間帯でのアピールは音量を絞るなど御配慮いただければ幸いです。】

　　　　両方とも、遺族の悲しみを根拠にしながら、別の団体には「音が小さければ式典の中でも話してよい」とし、私たちには「日程を変えてくれ」と要請されました。私たちの講演会は式典のない夕方から始まり、お金を払って入る屋内の行事ですから音は聞こえません。しかしこの違いは何でしょう。同じ言論の自由を言いながら、ここまで対応を違えるのは、『差別的』と感じられてなりません。

－－－　質問　１－２　－－－

　　『市長は意図してこのような差をつけられましたか。その理由に講演者が「田母神氏」であること、及び「ヒロシマの平和を疑う」というリード文が差を付ける要因になりましたか。そしてもしそれが正当な行為だとお考えなら、憲法第１４条【法の下の平等】を念頭に置かれて、正当である根拠を明らかにしてお答えください。』

１－３　②の部分に関して、日程変更要請の公文は６月２９日発行でした。講演は８月６

日でした。一般に講演会では事前に台本が出されることはありません。すべて講演者

の考えにもとづき、聴衆の反応などの時々の状況に合わせながら話は進みますから、

講演が終わって初めて、その内容と、前後関係・ニュアンスなどから発言の真意や、

発言の動機もわかります。そうであるのに、何故市長は主催者も知らない段階で「内

容」をおわかりになることができたのでしょうか。もし、その理由が「田母神氏の講

演」だからといわれるのなら、マスコミのつけたレッテルだけを前提にした思い込み

ではありませんか。あるいはもし、「ヒロシマの平和を疑う」というリード文がつい

ていたからといわれるのなら、その一言が平和行政への異論と受け止められたのでし

ょうか。いずれにしても奇妙なご発言だと思わざるを得ません。

－－－　質問　１－３　－－－

　　『市長は講演のひと月以上前から、どのような手段で講演会の内容がおわかりになったのでしょうか。そしてどのような内容が“わかった”のでしょうか、お答えください。』

１－４　①⑥の部分に関して、今年の講演は“今初めて聞いた”と答えられました。講演が

　　　あることだけを今知らされたら、常人には内容についてのどんな情報もありません。

しかし何故、市長はその後にいきなり“少しでも被爆者の気持ちをくみ取っていれば云々”と続けることができるのでしょうか。特に今年は札幌医科大学の高田教授も講演されます。主催者として事前に把握している情報からすると、おそらく、中国のずさんな核実験で悲惨な被爆被害を受けたウイグル地方の民衆のことを話されることになると思います。なぜなら高田教授はその道の専門家ですから。

そして、私たちは被爆者の気持ちをくみ取ったからこそ、講演会チラシの裏に記載した通り、田母神氏の来広に奔走して講演会の実現にこぎ着けたのです。被爆者にとっての８月６日の意義が重大であるからこそ、その日に設定したことは、既にチラシに記載した通りです。

　　　　何の事前情報もないまま、“被爆者の気持をくみ取っているのなら・・問題は、言

論の自由の問題ではなくて云々”と、昨年は明確にあるとされた「言論の自由」を、

なぜか今年はないがしろにしていると思われかねない論評を続けられるのか、わかり

ません。これは世間的観点からは「予断からの偏見」と疑われかねません。被爆者

や二世、三世も集まって、核廃絶がまだ達成されていない現状を直視した上で、どう

したら現実的に三度目の核被害を防ぐことができるかを真剣に考える私たちには、こ

のような論評は例え様のない憤激と、嘆きと、不信と、悲しみをもたらしました。こ

のことを念頭に置かれて以下の質問にお答え下さい。

－－－　質問　１－４　－－－

　　『市長は講演が開かれるのを初めて聞かれた段階で、どのようにしてこのような論評が出来たのでしょうか、それが予断と偏見でないのなら、その根拠を明確にしてお答えください』

　　　もし、この問いに明確なお答えがない場合、私たち被爆者や遺族たち、二世、三世の悲しみをいやが上にも増す結果ともなりかねません。

１－５　⑨の部分に関して、こういった講演会等を・・と発言しておられます。この言葉は

市長が私たちの講演会にどんな感情を持たれているかを伺い知る材料ですが、色々な

解釈ができるのでここは掘り下げません。しかし、「被爆者の皆さんの気持ちをどう

考えるのか」を被爆者である私たちが問われる問題だ、とはどういうことでしょうか。

むしろ、記念式典の最中に大音量でアピールを叫ぶ団体には、音量を下げるだけの要

請を出し、式典とは全く無縁の場所と時間帯で行う私たちの講演会には日程変更要請

まで出された市長は、公務員として不適切な差別的取り扱いを行ったことになります。

市長のお考えの方をこそ問いたい気持ちです。

　　　　人格者で知られる市長ですから、まさか「講演者が田母神氏であることと、マス

コミが氏に張り付けたレッテルから、講演内容を私的に推測され、それを排除しよ

うとして、“被爆者の悲しみ”を自らのを正当性の根拠に利用した」などの邪推をす

るつもりはありませんが、この部分は読み手によってはそのような誤解を招きかねな

い表現です。

－－－　質問　１－５　－－－

　　『市長は現在でも、被爆者や二世、三世も多くいる私たちが主催し協力する講演会を、

６月３日に初めて知らされた時と同じ論評を維持されますか。お答え下さい。

もし、今も同じならそれは市長に同調する被爆者たちだけの意見を根拠にすることになり、憲法第１５条【・・、公務員の本質、・・・】 ２項“すべて公務員は、全体の奉仕者であって、一部の奉仕者ではない。”に抵触することになりかねません。

この点を踏まえられて明確なご見解をお示し下さい。もし、発言が不適切だったとされるなら、“それは今初めて聞きました”より後の部分すべてを取り消されることを求めます。そして私たちは、６月４日付け中国新聞に掲載されたこの講演会に関する市長会見についても、市として取り消しまたは訂正する記事の要求を出されて初めて取り消しが完了すると考えます。ご見解とともに、なされることの具体的内容をお答え下さい。』

１－６　⑤の部分に関して、今年は何をなさるのでしょうか。これは「（講演を主催し協力

する私たちが）被爆者の気持ちをくみ取っていれば（市は）なにもしない」と受け取

られるご発気です。私たちは被爆者の気持ちをくみ取っていればこそ講演会を開くこ

とは既に述べました。何故なら私たちは被爆者と二世、三世であり、私たちの気持ち

は被爆者の気持ちそのものであるからです。これ以外の何が被爆者の気持ちをくみ取

っている根拠になるのでしょうか。まさしく「貴方の言う被爆者とは何か」を、質問

の１で確認した理由がここにあります。

では気持ちをくみ取っている私たちには何もなさらないのでしょうか？　実は既

になされています。その実例を２．項で挙げます。それは６月３日の記者会見から以

降、今も続いています。

　今のところ昨年の様な公文による明示的な要請書類こそ届けられてはおりません

が、私たちの目にはそれだけ余計に、権利侵害と表現封鎖がなされているのではな

いかと映ります。人格者の市長であると先に申し上げましたが、このような評価をい

つまでも維持できるかどうか、もう自信はありません。

－－－　質問　１－６　－－－

『“少しでも被爆者の気持ちをくみ取ってくださっているのであれば”とありますが

＜くみ取って＞いるか、そうでないかを、誰が、誰に対してどのような基準で判断さ

れるのか、そしてその判断権限は何に依拠しているのか、具体的にお答えください。』

２．財団法人ひと・まちネットワーク（以降では「ひとまち」と略称する）の
広報協力拒否について

　　　私たちは６月９日に「ひとまち」に出向き、公民館に講演会のチラシを置いてもらう

ために、所定の手続きに従って広報協力依頼を正式に申し込みました。

公開されている協力承諾基準には次の３つの項目だけが記載されていました。

　　　※営利や特定の宗教・政党にかかわるものは承諾できません。

　　　私たちの講演会主催者は宗教法人でもなく、政党登録もない。営利に関しては、他の

団体のチラシ「8.6 Hiroshima Peace 2010 ヒロシマ－平和の夕べ－ 開催日2010 8/6 

16:30~　広島YMCAホール　参加費1000円」で、市又は県等の後援のない行事が許

可されていることからみて、前述の基準に照らせば私たちの講演会と条件は全く同じで

す。しかも、市長が会見でことさらに問題視された、８月６日の開催です。これが許可

されているのに、私たちのものはにべもなく拒否されました。

許可されているその行事は「反戦・平和」をうたい上げていて、私たちのそれは「ヒロシマの平和を疑う」としています。対応の違いはここが原因かと思われます。そして、「ひとまち」からは、どんな内容か、去年と同じか・・・等々、微に入り細にわたる質問を受けました。前にも述べたように、講演会では事前に台本があるはずもありません。

そして結局、私たちの依頼申込みは拒否されました。拒否を伝える電話の応答記録の主要部を記載します。担当者名は明確ですが、個人情報として記載しません。６月１４日の電話です。

財団職員　先日こちらに広報協力いただいた件なんですが、結論としまして、当財団と

しては協力できないという結果になったんですよ。

当会担当者　理由がほしいのですが

財団職員　本財団が管理しているのが公民館等ですね。広島市の施設ということで、今年度の講演についても、６月３日の市長記者会見で、昨年度と同様「被爆者の気持ちを大切にしていただきたい」ということの発言がありまして、広島市の意向に沿った形の判断を財団としてさせていただいたので、広報の協力についてはできない、ということになりました。

当会担当者　われわれの団体も被爆者とか二世が集まってできた団体で、そうすると、その理由はおかしいのではないかと思うのですが。被爆者の会で呼んだのだから、被爆者に配慮してという理由は違うかなと。

財団職員　昨年度もそういった恐らくやりとりがあったかと思うのですが、広島市としてのそういった意向があるので、うちの方が判断の材料として沿わしていただいたということなんですね。市の施設を管理運営しておりますので。

当会担当者　一応、文書で協力できないということと理由を提出してもらいたいんですよ。

―――　中略　―――（約１分３０秒保留）

財団職員　お待たせして申し訳ないです。この件について、別途ですね、連絡させていただいてよろしいでしょうか？

当会担当者　チラシを見てもらって配慮していないというのをどうやって思われたのかわからないのですよ。核の被害のこととか、安全保障とか、ＮＰＴのことで平和を維持していくために勉強していこうという講演会が広島市の秋葉市長さんの発言と沿っていないというのは　沿っていると思うんですが。被爆者の方にもいろんな考え方があると思うんですが。―　中略（色々な角度からみるべきという意見の表明）　―　広島市が被爆者の気持ちはこういうことしかないとして、今回講演の協力ができないと。私からみると明らかにこれは平和について非常に意義のある勉強の機会だと思うんですね。他の団体のチラシもたくさん公民館に置いてあるんですけど、そういったものもああいう風に聞いたり返事されたりしているんですか。

財団職員　内容はやはり確認させていただくんですよ。その内容に対して広報協力させていただくんですけども、今回についての協力できない理由というのは先ほど申した通りなんですよね。

当会担当者　ＮＨＫのオバマ大統領とかが出ているような番組のチラシなんかも置いてあったのですが、あと井上ひさしさんの劇のチラシとか、あの劇の中に出てくるセリフなんかも被爆者が見ていると非常に辛い思いをするようなセリフがあると思うんですが、そういう風なものは構わないわけなんですか？

財団職員　あのですね、そのへんのとこについて、これはどうか　これはどうかということお答えはいっぺんにできないところなんですけど、今お答えしたのはこのものに対してというお話だけのものですから。－中略－　これについてはこちらの方でお話しさせていただきまして回答させてください。

当会担当者　文書をもらってから－中略－あの後公民館に行ってみたのですが、いろんなチラシがあって、こういうものも内容を訊かれているのかなと。

特に　講演というのは、台本があるわけではないのでどういう話になるのかということが最後までわからないのが当たり前なんですけど。それをこういう風に内容を金曜日に聞かれて・・・――　後略

そして、「ひとまち」から６月１８日に文書回答がありました。実にあっさりした内容でした。

―――――――――――　＜拒否理由の文書回答全文＞―――――――――――――

　昨年、田母神氏の講演会について、広島市長が講演日程の変更を要望したところであり、今年の８月６日の講演会も昨年と同主旨と思われるので、広島市の施設を管理している指定管理者である当財団においては、広報への協力はできません。

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

以上の経過から、「ひとまち」の対応には次のような重大な問題があると考えます。

1 私たちのチラシが公開されている承諾基準を満たしているのにもかかわらず、内容確認基準を示さずに、あるいは、他の承諾案件の確認内容との対比ができない状態で、社会通念上回答不可能な微細な内容にまで踏み込んで確認してきたのは、憲法第２１条・２項“検閲はこれをしてはならない・・”に抵触する恐れがある。

②　「憲法２１条２項にいう『検閲』とは、行政権が主体となって、思想内容等の表現物を対象とし、その全部または一部の発表の禁止を目的として・・・発表前にその内容を審査した上、不適当と認めるものの発表を禁止することを、その特質として備えるものを指す（最高裁判例昭和５９・１２・１２）」とあることから、①項の内容確認行為は検閲の疑いを免れない。

③　他の承諾対象との事前確認の平等性を提示できないまま、非協力処分としたのは憲法第１４条・１項“すべて国民は、法の下に平等であって、・・・差別されない。”に抵触する恐れがある。

④　憲法が「別に検閲の禁止についてかような特別の規定を設けたのは、検閲がその性質上表現の自由に対する最も厳しい制約となるものであることにかんがみ、これについては、公共の福祉を理由とする例外の許容（憲法１２条、１３条参照）をも認めない趣旨を明らかにしたものと解すべきである。（最高裁判例：②項と同じ）」とあることから、財団の非協力処分は、憲法２１条・１項の言論・表現の自由を実質的に一部奪うものであると考える。そしてこれは市長の「言論の自由はある」という発言があっても実態として言論の自由を制限している恐れがある。

　⑤　「ひとまち」回答書にある、「講演会が昨年と同主旨であると思われる」という、恣

意的判断によって非協力処分にしたのは、明らかに田母神氏個人の思想と公的機関である「ひとまち」の思想が異なることをもってその理由としていることから、憲法第１９条【思想及び良心の自由】“思想及び良心の自由は、これを侵してはならない”に明確に違反している。

⑥　法律でもなく、条例でもなく、法的効力も規定されていない、昨年の市長要請文を単純に今年まで延長してあたかも有効な法令であるかのごとく見做して、特定の講演会の広報協力依頼を拒否したのは、憲法１５条【・・公務員の本質・・】・２項“すべて公務員は、全体の奉仕者であって、一部の奉仕者ではない”に違反する不法行為である。

以上を踏まえた上で、質問をしますので、①～⑥項の法的疑義も含めてご回答下さい

－－－　質問　２－１　－－－

　　『広島市長は、私たちに宛てた昨年の“日程変更要請”文書が、今年も、あるいはこ

れからも永久に有効な法的文書と見做されていますか。もしそうなら、その法的根

拠をお答え下さい。』

－－－　質問　２－２　－－－

『広島市長は、６月３日の記者会見での回答以降、「ひとまち」に対し、あるいはその管轄部局に対し、私たちの講演会への広報依頼を非協力処分にするよう指示又は命令をされましたか。お答え下さい。』

－－－　質問　２－３　－－－

　　『「ひとまち」理事長または事務局長は“今年も同趣旨だと思われる”から拒否すると

　　　回答を示されましたが、そのように“思われた”根拠は何か。お答え下さい。』

－－－　質問　２－４　－－－

　　『「ひとまち」理事長または事務局長は、貴財団の職員が、６月３日の記者会見を拒否

理由として答えられたのに対し、文書回答にはそのこととは別の理由が示されまし

た。どのような理由で根拠を変更されたのか、お答えください。』

－－－　質問　２－５　－－－

　　『今回の協力依頼から拒否までの経緯から、貴財団が掲げられている承諾基準は公表

内容とは異なり、理事長または事務局長の、“思われる”というような、いわば“恣

意的”判断に拠っていることが明らかになりました。

市の公的財団として、承諾基準を公正で平等で明示的なものにして公表すべきで

あると考えますが、見解をお答えください。

現状では公表内容は虚偽であり、公平な市民サービスは行われていない、と考えざ

るを得ません。』

－－－　質問　２－６　－－－

　　『「ひとまち」理事長または事務局長は、前掲した疑義①～⑥項に照らして、今回の非

協力処分に対する法的根拠を明らかにしてその理由を具体的にお答え下さい。』

３．広島市長への提案
　　私たちは歴代の広島市長が「核廃絶運動」の先頭に立たれて奮闘されてこられたこと

に深い敬意を払っています。核廃絶の理想は大変価値あるものであり、現広島市長の核

廃絶への取り組みも高く評価しています。

しかし、７０年前より昔、核兵器の無かった時代が平和だったかどうかは歴史的に明

らかでもあります。ですから、核兵器の無い世界が平和を意味するかどうかは、別に研

究しなければならないと思います。

　　まだ核兵器は存在し、ノウハウとともに拡散している現状があります。そしてそれが

この国の安全を脅かしているのは、多くの識者の指摘している通りでしょう。広島の平

和宣言や平和行政には、核廃絶の理想追及の姿勢は顕著ですがその実現プロセスは明ら

かではありません。さらに、市長は自治体の長として「武力攻撃事態法」などの非常時

法により、住民の安全保護指揮責任と義務も課されています。今の行政では、この分野

が手薄であるように見えます。公務多忙な市長には、なかなか手が回らない分野のある

ことは理解しますが、理想の追求と現実への対応の両者が車の両輪のように動かなけれ

ば、市民の平和と安全を守ることはできないでしょう。

行政のこの手薄な部分、つまり現実への対応の部分を私たちは自分自身の問題として

捉え、研究し学習し続けることにしました。今回もまた、その一環としての講演会開催

なのです。行政の一助ともなるでしょう。広島市民にとって平和と安全を深く考える８

月６日は、この講演にとって最もふさわしい日であることに疑いはありません。

広島市民として、日本国民として、平和と安全は自分たちの生涯だけではなく、子ど

もたちの生涯をもかけて学習し続ける必要がある問題です。市民の生涯学習への支援や

援助は「ひとまち財団」の設立趣意書に記載があります。私たちの生涯学習はその趣意

書とも合致するものだと自負しています。

市長は数年前から金正日総書記に、平和記念式典への招待を提案され続けておられま

す。私たちもまた、市長を特別来賓として講演会へ招待を致したいと思います。８月６

日は市条例第４９条で市の機関が執務しない日と定められています。市の諸行事が終わ

ってから相当な時間をおいた夕刻から講演会は始まります。日頃市長が公務多忙でおら

れることは存じていますが、市の機関が執務しない日の夕刻から、是非時間を割いて頂

いてご臨席賜ることを心から希望します。

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊

＊　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

　　「ああやっぱり」、という以上の何かが塊になって私たちの心に留まりました。反発、

屈辱感、怒り、嫌悪感、・・・・

　「ひとまち」に広報協力依頼をしたのは被爆者や二世、三世なのですよ。講演会を主催し協力しているのは、被爆者として大変な苦労と悲しみを背負ってきた親をもち、そしてその姿をしっかりと目に焼き付けて育ってきた二世たちなのですよ。

気持ちを大切にしていないのは、気持ちをくみ取っていないのは、市長のほうではないのでしょうか。「少しでも被爆者の気持ちをくみ取ってくださっているのであれば何もしなくてもいいかもしれませんけれども、」というのは一般市民には威圧的に聞こえます。

まるで“ためにする質問”だと前置きしたかのようにして、市長に質問された記者の方、あなたは市長から何を言わせたいのですか。何を書きたいのですか。主催者でも正確にはわからない講演内容を「今年も去年と同主旨と思われる」と、たった３行の回答で片付けられた「ひとまち」の方、あなたは去年の講演会をお聞きになりましたか。

　　不当な仕打ちを受けたと感じた被爆者たちがここにいます。ぞんざいで素っ気無いと思われる文書を「回答書」だと示されて、屈辱と反発で体の震えた被爆者たちがここにいます。「ひとまち」の回答をされた方、あなたはこのような気持ちを持っている被爆者たちもいることがお分かりでしょうか。そのような気持ちもまた、少しでもくみ取られなければならないでしょう。

　　私たちは、日本の反核運動が、国際政治の対立をそのまま受け入れて分裂し、互いに激しく対立して非難していた時代のあったことを知っています。「すべての国の核兵器に反対」を唱えた政党で、中国の核実験成功に祝電を送った国会議員のいたことを記憶しています。そして私たちは、「社会主義国の核兵器は防衛のためだ」と主張していた「反核団体」が、ソ連が崩壊した後にはいつの間にか「すべての国の核兵器に反対」に宗旨変えして今もあることも知っています。いつも「敵」を身近に求めて来たように見える「反核平和運動」でした。

オバマ大統領は「核廃絶を目指す」とは言いましたが、それは遠い将来のことだ、としていることも私たちは知っています。今年、アメリカは核弾頭数の削減をロシアとの間で合意しました。ＮＰＴ再検討会議では、表面的な妥協によって「合意」が採択されました。そして、それを「核廃絶のうねり」が広がったと喜ぶ人たちがいます。しかし、この姿は昔の「デタント」の時代と同じように見えます。私たちの多くはその時代を経験しました。

私たちは、これまでほんの少しの情勢の変化や政治家の言葉に反応して、その時々の反核運動が一時的に盛り上がったことを何回も見てきました。この間、中国は核弾頭を増やし、その実験で多くのウイグル地方の人々が被爆者になりました。それでも中国は年率１５％以上の増加率で２０年以上軍事費を増大させ続けています。北朝鮮は既に核兵器を手に入れ、さらに最近、水爆の試験で出る物質が検出されたとする海外報道もあったようです。インド、パキスタンは公然と、イスラエルは公然の秘密で核兵器を保有するようになりました。そしてさらにイランがそれに続こうとしています。

　　私たちは「核廃絶」の呼びかけに反対したことはありません。しかし、７０年前の核兵器のなかった時代を見ると、それが平和につながらないことを指摘しています。既にスイス、アルゼンチン、チリ、ブラジルなどの国がいつでも核兵器を作れる段階まで技術を蓄えていると言われています。ソ連崩壊後には多くの核兵器技術者が海外に流出して行きましたので、秘密のうちに技術を蓄える国はさらに増えて行く可能性も考えなければなりません。だから私たちは、この現実の姿をしっかりと見据えて、当面の将来、そう、私たちの子どもたちがどうしたら安全で平穏のうちに平和に生存できるのかを研究し、考えようとしているのです。・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・もう、よしましょう。私たちは去年や今年の事柄ではっきり認識しました。広島市とそれに同調する団体の方々が「核廃絶」を叫んだら、それに無条件に唱和しない者にはチラシの広報協力依頼までも排除するのも、「平和行政」でしたね。例え相手が被爆者であっても・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

この質問状へのお答えによって、私たちの認識の当否を判断します。



















６月３日の市長記者会見を聞き、６月１８日に「ひとまち」からの回答書をもらった時に思ったこと
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